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公益財団法人世田谷区保健センター住居手当に関する規則 

平成 3 年 3 月 30 日 

財 世 保 規 則 第 3 号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、公益財団法人世田谷区保健センター職員給与規程（昭和 52年 3月財世保規 

程第４号。以下「規程」という。）第 17条第３項の規定に基づき、住居手当の支給について必要

な事項を定めることを目的とする。 

（支給範囲） 

第２条 規程第 17 条第１項に規定する世帯主（これに準ずる者を含む。）である職員とは、次に  

掲げるものをいう。 

（１）世帯主 独立した世帯（生計を一にする生活単位をいう。）を形成している場合にお  

いて、主としてその収入によって当該世帯の生計を支えている者で、住民基本台帳法 

(昭和 42年法律第 81号)第７条に定める住民票（以下「住民票」という。）上の世帯主で

あるものをいう。 

（２）これに準ずる者 独立した世帯を形成している場合において、主としてその収入によ

って当該世帯の生計を支えている者で、住民票上の世帯主として届けられていないもの

をいう。 

２ 規程第 17条第１項の理事長が別に定める住宅とは、次に掲げるものとする。 

（１）公益財団法人世田谷区保健センターが職員及びその家族を居住させるために設置した 

施設 

（２）国、地方公共団体、公社、公団、民間企業等その名称を問わず雇用主が被雇用者及び

その家族を居住させるために設置した施設 

（届出） 

第３条 新たに規程第 17条第１項の職員たる要件を具備するに至った職員は、当該要件を具備し

ていることを証明する書類を添付して、別記様式により、その実情を速やかに理事長に届け出

なければならない。住居手当を受けている職員について、規程第 17条第１項の職員たる要件に

係る事実に異動のあった場合についても、同様とする。 

（確認及び決定） 

第４条 理事長は、職員から前条による届出があった場合においては、その事実を確認しその者

が当該要件を具備すると認めたときは、その者に住居手当を支給し、又は手当額の変更を行わ

なければならない。 

２ 理事長は、前項の規定により確認をするにあたっては、必要に応じ届出に係る事実を証明す

るに足りる書類の提示を求めることができる。 
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３ 第３条の規定による届出に係る職員が家賃と食費等を併せ支払っている場合において、家賃

の額が明確でない時は、次に掲げる場合の区分に応じて、それぞれ次に定めるとおりとする。 

（１）居住に関する支払額に食費等が含まれている場合はその支払額の１００分の４０に相

当する額 

（２）居住に関する支払額に電気、ガス又は水道の料金が含まれている場合はその支払額の

１００分の９０に相当する額 

（３）職員と世帯員以外が住宅を共同で借り受けている場合でそれぞれ家賃負担額が明確で

ないときの家賃の額については、当該住宅に係る家賃の月額を共同名義人の人数で除し

た金額（円位未満については切捨て）とする。 

（支給の始期及び終期） 

第５条 住居手当の支給は、職員が新たに規程第 17条第１項の職員たる要件を具備するに至った

日の月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、職員が同項

に規定する要件を欠くに至った日の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属す

る月の前月）をもって終わる。ただし、住居手当の支給の開始については、第３条の規定によ

る届出がこれに係る事実の生じた日から 15日を経過した後にされたときは、その届出を受理し

た日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものと

する。 

（支給方法） 

第６条 住居手当は、規程第 23条第１項の規定により給与が減額される場合においても、減額し

ない。 

第７条 住居手当は、前２条に定めるもののほか、給料の支給方法に準じた方法により支給する。 

 

付 則 

この規則は、平成 3 年 4 月 1 日から施行する。ただし、すでに認定されたものについては、こ

の規則の規定に基づき設定されたものとみなす。 

附 則（平成 22年 12月 1日規則第 9号） 

この規則は、平成 23年 2月 1日から施行する。 

附 則（平成 27年 4月 28日規則第１号） 

この規則は、平成 27年 5月 1日から施行し、平成 26年 4月 1日から適用する。 

附 則（令和元年 5月 7日規則第１号） 

この規則は、令和元年 5月 7日から施行し、令和元年 5月 1日から適用する。 
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様式２ 

 

 

 

申   立   書 

   

 

                      （氏名）             （続柄） 

 私の現在の住所は、世帯員である                   が

賃借名義人として貸主と賃貸借契約（以下本契約という。）を締結しております。 

 私は、当該住居の賃借料として、月額         円を支払っており、

事実に相違ない旨をここに申し立てます。 

 また、本契約の締結状況に変更が生じた際は、速やかに届け出ることを併せて

申し立てます。 

 

 

 

 

公益財団法人世田谷区保健センター 

 理 事 長  様    

 

 

 

    年  月  日 

 

係３ 
所 属              担当 

 

氏 名               ○印 

 

住居の賃借名義人               ○印 
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様式３ 

 

 

申   立   書 

   

 

    （続柄）    （氏名）              （生年月日） 

 私の                       年  月  日生 は、 

 

 

    （状況） 

現在、                                   

 

 

 

従って、住居手当の受給に際し、上記世帯構成員（全員）の合計収入が、私の収

入より多くなった場合は、直ちに取消しの届出を提出します。 

 

 

 

公益財団法人世田谷区保健センター 

 理 事 長  様    

 

 

    年  月  日 

 

係  
所 属              担当 

 

氏 名               ○印  


